
南海トラフ
巨大地震に備えて

地方整備局は、国、消防、警察、自衛隊、海上保安庁、地方公共団体、医療機関などの関係機関が相互に
協力して迅速な応急対策、円滑な復旧活動を行うために、複数の道路管理者・河川管理者等の間における調
整により、以下の対策等に取り組みます。
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「大きな被害を想定」

火災
⃝電熱器具等からの出
火を防止する感電ブ
レーカー等の設置の
実施率 100%の達成

⃝家庭用消火器等の消
火資機材保有率の向
上等による初期消火
成功率の向上

⃝（耐震化率 100%による、
　延焼火災被害を受ける
　自力脱出困難者の減少）

最大限の防災対策等と被害軽減効果

被害は大幅軽減。
最大限の防災対策で

最大の想定死者数のケースは、地震動：陸側ケース、津波：ケース①、冬深夜、風速 8m/s、早期非難率低
最大限の防災対策等を見込んだ場合は、地震動：陸側ケース、津波：ケース①、冬深夜、風速 8m/s、各種防災対策の徹底
この被害想定は、マクロの被害を把握する目的で実施しており、数値はある程度幅をもって見る必要がある。また、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。
出典：平成 24 年 8 月 29 日中央防災会議「南海トラフ巨大地震の被害想定について（第一次報告）」から部分抽出

建物被害
⃝建物の耐震化率 100%
の達成

⃝家具等の転倒・落下防
止対策実施率 100%
の達成

津波
⃝全員が発災後すぐに
避難開始

⃝既存の津波避難ビル
の有効活用

⃝（耐震化率 100%によ
る、津波被害を受ける
自力脱出困難者の減少）
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ブロック塀等
⃝ブロック塀・自動販売機の転倒防止及び
　屋外落下物対策の実施率 100%の達成

急傾斜地崩壊
⃝急傾斜地崩壊危険箇所
整備率 100%の達成

建物倒壊による死者数 急傾斜地崩壊による死者数

津波による死者数 火災による死者数

最大の想定死者数
のケース
約15,000人

最大限の防災対策
等を見込んだ場合
約2,500人
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合計
最大の想定死者数
のケース
約23,000人

合計
最大限の防災対策
等を見込んだ場合
約3,200人

最大の想定死者数
のケース
約50人

最大限の防災対策
等を見込んだ場合
－（わずか）

最大の想定死者数
のケース
約6,400人

最大限の防災対策
等を見込んだ場合
約600人

最大の想定死者数
のケース
約1,800人

最大限の防災対策
等を見込んだ場合
約20人
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